
資料２

次期大阪市障がい福祉計画・障がい児

福祉計画の策定及び大阪市障がい者支

援計画の中間見直しについて



計画策定の経過１

考慮すべき状況の変化２

次期計画の策定にあたって３
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現行計画の終期について

3

昭和58年を初年度とする｢障がい者対策に関する大阪市長期計画｣以降、中・長期的

な計画を策定し施策を推進してきた。

現行障がい福祉計画・障がい児福祉計画の終期が令和2年度末であることから、令和3

年度からの次期計画の策定について、令和2年度中に集中審議、パブリック・コメント

の実施など所要の手続きが必要。

障がい者対策に関する大阪市長期計画（S58～H4）

障がい者対策に関する大阪市新長期計画（H5～H14）

大阪市障がい者支援計画（H15～H24）
＜後期計画で終期をH23に変更＞

第1期大阪市障がい福祉計画（H18～H20）

第2期大阪市障がい福祉計画（H21～H23）

第3期大阪市障がい福祉計画（H24～H26）

第5期大阪市障がい福祉計画・第1期障がい
児福祉計画（H30～R2） R2に集中審議、

パブリック・コメント
の実施など

H10～
大阪市障がい者支援プラン

大阪市障がい者支援計画（H30～R5）
＜R3.4に中間見直し＞

大阪市障がい者支援計画（H24～H29）
＜H27.4に中間見直し＞

次期大阪市障がい福祉計画・障がい児福祉
計画（R3～R5）

第4期大阪市障がい福祉計画（H27～H29）



障害者総合支援法障害者基本法

大阪市障がい者支援計画と大阪市障がい福祉計画・障がい児福祉計画

4

平成30年度より、障害者基本法に基づく｢大阪市障がい者支援計画｣と障害者総合支援

法（障害者自立支援法）及び児童福祉法に基づく｢大阪市障がい福祉計画・障がい児福

祉計画｣を一体的に策定。

第3部

障がい福祉計画

第1部

総 論

第2部

障がい者支援計画

一体的に策定

全体的な整合性を確保し総合的に施策を推進

第3部

障がい児福祉計画

児童福祉法



計画策定の経過１

考慮すべき状況の変化２

次期計画の策定にあたって３
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国の動向などの変動要素

6

次期計画の策定にあたり、法改正やその他の国の動向などの状況の変化を踏まえ、

必要とする内容を次期計画に盛り込んでいく。

法改正

その他の状況

次期計画

読書バリアフリー法の施行障害者雇用促進法の一部改正

障害者差別解消法の見直し障がい福祉計画等に係る基本指針の見直し

など

など

ギャンブル等依存症対策基本法の施行

障害者による文化芸術活動の推進に関する法律の施行



計画策定の経過１

考慮すべき状況の変化２

次期計画の策定にあたって３
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大阪市障がい者施策推進協議会での検討体制

8

次期計画策定に向けた広範な検討を、限られた期間内に効果的かつ集中的に進めてい

くため、障がい者計画策定・推進部会にワーキング会議を設置して検討する。

大阪市障がい者施策推進協議会

障がい者計画策定・推進部会

地域自立支援協議部会

発達障がい者支援部会

障がい者差別解消支援地域協議部会

ワーキング会議

次期計画策定は広範なもので
限られた期間内に検討

ワーキング会議
を設置して内容を検討

効果的かつ集中的な審議が必要



計画策定のスケジュール

9

ワーキング会議で具体的な内容を検討し、障がい者計画策定・推進部会でさらに検討

を加え、大阪市障がい者施策推進協議会で審議。必要に応じて、他の専門部会の意見

を聴取。

ワーキング会議
（R2.4～R2.8頃）

R2.4

R2.10

R2.9

●次期計画の具体的な内容を検討

障がい者計画策定・推進部会

大阪市障がい者施策推進協議会

他の専門部会の意見を聴取

R2.12
～R3.1 パブリック・コメント

R3. 2 障がい者計画策定・推進部会

●次期計画（素案）を検討

●次期計画（素案）を審議

●パブリック・コメント結果報告 ●次期計画（案）の検討

R3. 3 大阪市障がい者施策推進協議会 ●パブリック・コメント結果報告 ●次期計画（案）の審議

R3. 4 次期計画スタート



次期計画の位置づけ
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｢大阪市障がい者支援計画｣の見直しと次期｢大阪市障がい福祉計画・障がい児福祉

計画｣を一体的に策定する。

第1部

総 論
一体的に策定

障害者総合支援法

第3部

障がい福祉計画

障害者基本法

第2部

障がい者支援計画

児童福祉法

第3部

障がい児福祉計画

 障がい福祉サービスの必要な見込量と

その確保のための方策を定める。

 障がい児支援の必要な見込量とその確

保のための方策を定める。

 障がいのある人の自立及び社会参加の

支援等を総合的かつ計画的な推進を図

るため、施策の基本的な方向性を示す。

整合性
の確保



次期計画の期間
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障がい者支援計画は、｢市町村障害者計画策定指針｣を参考に中・長期的な計画として、

障がい福祉計画等の終期も勘案し、計画期間を６年間としている。（平成30年度～令

和5年度）なお、今回は国の法改正等、必要に応じて見直しを行うこととする。

次期障がい福祉計画・障がい児福祉計画は、障がい福祉計画に係る国の基本指針に基

づき、３年とする。（令和3～5年度）

市町村障害者計画策定指針（平成７年５月障害者対策推進本部）

 期間は、都道府県の障害者計画の期間との整合性を図り、中・長期のものとして策定し、この期間に達成できる実

施目標として計画期間を設定することが適当と考えられる。

（留意点）

 都道府県の障害者計画の終期との整合性を図りつつ、中・長期のものとして設定し、必要に応じ見直しすること。

障がい福祉計画に係る国の基本指針（今後改正予定のため、現行の基本指針より抜粋）

 障害福祉計画等は、三年を一期として作成することとする。



次期計画の構成と考え方
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全体構成について、現計画では第1部で総論、第2部で生活場面（テーマ）に応じた分類

（各論）、第3部でサービス見込み量などの障がい福祉計画・障がい児福祉計画としている。

障がい福祉計画・障がい児福祉計画は、国の基本指針の見直しに伴う成果目標や、サー

ビスの利用実績などを考慮し、次期計画期間のサービス量を見込み設定する。なお、障が

い者支援計画は令和5年までの計画期間で中間見直しであることから、次期計画については、

現行計画の構成をベースに状況の変化を考慮したものとする。

障
が
い
者
支
援
計
画

・

H30~R5

H30~R 2

現行計画の全体構成
（平成30年3月策定）

第１部 総論

 計画の基本的考え方

 大阪市のこれまでの取組みと今後の方向性

 計画推進にあたっての基本的な方策

第２部 各論（障がい者支援計画）

 共に支えあって暮らすために

 地域での暮らしを支えるために

 地域生活への移行

 地域で学び・働くために

 住みよい環境づくりのために

 地域で安心して暮らすために

第３部 障がい福祉計画・障がい児福祉計画

 数値目標

 各年度の障がい福祉サービスの必要な見込量

第４部 参考資料

障
が
い
児
福
祉
計
画

障
が
い
福
祉
計
画



現行計画の内容と次期計画策定に向けての留意点
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 計画の位置づけ

 計画の期間

 計画の対象

 計画の基本理念・基本方針

 計画の推進体制

 計画の見直し等

第２章 計画の基本的考え方

 生活支援のための地域づくり

 ライフステージに沿った支援

 多様なニーズに対応した支援

 差別解消及び権利擁護の取組の推進

 支援の担い手の資質の向上

 調査研究の推進

第３章 計画推進にあたっての基本的な方策

主な記述内容 主な留意点

計画の位置づけ、期間、基本理
念・基本方針

 障がい福祉計画等に係る国の
基本指針の見直し

主な記述内容 主な留意点

各施策分野に共通する横断的な
視点

 関係法令の整備
（障害者差別解消法の見直し、
読書バリアフリー法の施行な
ど）

第１章 計画策定の背景
 大阪市のこれまでの取り組み

 わが国及び世界の動向

 大阪市の今後の方向性

主な記述内容 主な留意点

大阪市のこれまでの取り組み、
わが国や世界の動向

 障害者差別解消法の見直し

第１部 総論
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1. 啓発・広報

 啓発・広報の推進

 人権教育・福祉教育の充実

2. 情報・コミュニケーション

 わかりやすい情報発信とコミュニケーショ

ン支援の充実

第１章 共に支えあって暮らすために

1. 権利擁護・相談支援

 サービス利用の支援

 相談、情報提供体制の充実

 障がいを理由とする差別の解消に向けた取組

 虐待防止のための取り組み

2. 生活支援

 在宅福祉サービス等の充実

 居住系サービス等の充実

 日中活動系サービス等の充実

 障がいのあるこどもへの支援の充実

3. スポーツ・文化活動等

 スポーツ・文化活動の振興

 地域での交流の推進

第２章 地域での暮らしを支えるために

主な記述内容 主な留意点

障がいに関する理解の促進やコ
ミュニケーション・情報収集の
支援

 障害者差別解消法の見直し
 読書バリアフリー法の施行
 ギャンブル等依存症対策基本
法の施行

 障がい福祉計画等に係る国の
基本指針の見直し
（聴覚障がい児の早期支援の

推進）

主な記述内容 主な留意点

サービス利用の支援（後見的支
援事業等）、相談・情報提供体
制、虐待防止、障がい福祉サー
ビス、障がい児支援、スポー
ツ・文化活動

 障害者差別解消法の見直し
 障がい福祉計画等に係る国の
基本指針の見直し
（障がい福祉サービスの質の
確保、障がい福祉人材の確
保）

第２部 生活場面
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1. 入所施設利用者の地域移行

 施設入所者の地域生活への移行に向けた意識づ

くり

 地域生活への移行を支援する仕組みづくり

 地域で暮らすための受け皿づくり

2. 入院中の精神障がいのある人の地域移行

 精神科病院との連携

 地域活動支援センター（生活支援型）等との連

携

 精神科病院入院者への働きかけ・支援

 地域住民への理解のための啓発

 家族への働きかけ

 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム

の構築

第３章 地域生活への移行

1. 保育・教育

 就学前教育の充実

 義務教育段階における教育の充実

 後期中等教育段階における教育の充実（高等学

校・高等部）

 生涯学習や相談・支援の充実

 教職員等の資質向上

2. 就業

 就業の推進

 就業支援のための施策の展開

 福祉施設からの一般就労

第４章 地域で学び・働くために

主な記述内容 主な留意点

（入所）地域移行を支援するた
めの体制整備や啓発、地域定着
を支援するための地域での受け
皿確保やネットワークの構築

（入院）精神科病院との連携や
入院者への啓発、地域保健医療
と多職種チームとの連携

 障がい福祉計画等に係る国の
基本指針の見直し
（地域における生活の維持及び
継続の推進、精神障がいに対応
した地域包括ケアシステムの構
築）

主な記述内容 主な留意点

就学前教育から就業支援までラ
イフステージを通じた一貫した
支援、福祉施設からの一般就労

 障がい福祉計画等に係る国の
基本指針の見直し
（福祉施設から一般就労への
移行、発達障がい者等支援の
一層の充実、聴覚障がい児の
早期支援の推進、児童発達支
援センターと障がい児入所施
設の果たすべき役割の明記）

 障害者雇用促進法の改正
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1. 生活環境

 生活環境の整備

 移動円滑化の推進

 暮らしの場の確保

2. 安心・安全

 防災・防犯対策の充実

第５章 住みよい環境づくりのために

1. 保健・医療

 総合的な保健、医療施策の充実

 地域におけるリハビリテーション・医療の

充実

 療育支援体制の整備

 精神保健福祉活動の推進と医療体制の整備

 難病患者への支援

第６章 地域で安心して暮らすために

主な記述内容 主な留意点

ひとにやさしいまちづくりの推
進、移動の円滑化、グループ
ホームの設置促進等の暮らしの
場の確保、災害時・緊急時の対
応策、防犯体制の強化

 障害者差別解消法の見直し

主な記述内容 主な留意点

受診機会の保障、地域における
リハビリテーション体制整備、
医療的ケアの体制整備、療育支
援体制の整備、地域精神保健福
祉相談体制の充実、難病患者へ
の支援

 障がい福祉計画等に係る国の
基本指針の見直し
（精神障がいに対応した地域包
括ケアシステムの構築、発達障
がい者等支援の一層の充実）
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1. 計画の概要

2. 計画の分析・評価

第1章 計画の策定にあたって

1. 施設入所者の地域移行

 地域移行数

 施設入所者数

2. 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築

 保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置

 精神病床における1年以上の長期入院患者数

 精神病床における早期退院率

 地域移行支援による地域移行者数

3. 福祉施設からの一般就労

 福祉施設から一般就労への移行者数

 就労移行支援事業の利用者数

 就労移行支援事業者における就労移行率3割以上の事業者の

割合

 就労定着支援による支援を開始した時点から1年後の職場定

着率

4. 地域生活支援拠点等の整備

5. 障がい児支援の提供体制の整備等

 重層的な地域支援体制の構築をめざすための児童発達支

援センターの設置及び保育所等訪問支援の充実

 重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放

課後等デイサービス事業所の確保

 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置

主な記述内容 主な留意点

 国の基本指針に基づく
成果目標

 障がい福祉計画等に係
る国の基本指針の見直
し
（精神障がいにも対応し
た地域包括ケアシステム
の構築、発達障がい者等
支援の一層の充実）

第2章 成果目標

第３部 障がい福祉計画・障がい児福祉計画
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1. 訪問系サービス及び短期入所

2. 日中活動系サービス

3. 居住系サービス及び自立生活援助

4. 指定相談支援

5. 障がいのあるこどもに対する支援

6. 発達障がいのある人等に対する支援

第3章 各年度の指定障がい福祉サービス等の必要な量の見込み

1. 実施する事業の内容

2. 事業量の見込み

第4章 地域生活支援事業

主な記述内容 主な留意点

 計画期間における各事業の事
業量見込み

 障がい福祉計画等に係る国の基
本指針の見直し

 現行計画期間における各事業の
推移

主な記述内容 主な留意点

 計画期間における各事業の事
業量見込み

 現行計画期間における各事業の
推移



(敬称略：五十音順)

氏　名 補　　職　　名 備　考

芦田　邦子 地域生活支援センターすいすい

井上　泰司 障害者(児)を守る全大阪連絡協議会常任幹事

亀甲　孝一 一般社団法人　大阪市視覚障害者福祉協会監事

木村　瑛子 公益社団法人　大阪府精神障害者家族会連合会

小泉　いと子 社会福祉法人　大阪市手をつなぐ育成会理事長

酒井　京子
大阪市職業リハビリテーションセンター所長
兼総合相談室長

潮谷　光人 東大阪大学こども学部こども学科准教授 協議会委員

福田　啓子 一般社団法人　大阪自閉スペクトラム症協会理事

松本　信代 特定非営利活動法人　大阪難病連理事長

溝上　久美子 大阪ＬＤ親の会「おたふく会」代表

三田　優子 大阪府立大学大学院人間システム科学研究科准教授 協議会委員

山内　泰典 大阪市障害児・者施設連絡協議会事業担当役員

山西　養知 大阪市聴言障害者協会理事

山梨　徳治 一般社団法人　大阪市肢体障害者協会理事

(計14名)

大阪市障がい者施策推進協議会 障がい者計画策定・推進部会
計画策定ワーキング会議 委員名簿（2020年度）


